
 

 

 

 

 

 

 

 

 

郷土資料センター駐車場管制機器保守点検業務委託 

に係る入札説明書 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

〒８５０－０００７ 

長崎市立山１丁目１－５１ 

長崎県立長崎図書館郷土資料センター 

長崎県立長崎図書館 郷土課 

電話番号 ０９５－８２６－５２５８ 

ＦＡＸ  ０９５－８２６－９２８５ 
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入 札 説 明 書 

 

１ 「入札に関する条件」及び「注意事項」 

（１）業務の名称 

郷土資料センター駐車場管制機器保守点検業務委託 

（２）仕様 

別紙仕様書のとおり 

（３）履行期間 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

（４）入札書の開札日時及び場所 

  ① 開札日時 令和７年３月１０日（月） １４時００分 開始 

  ② 開札場所 長崎県立長崎図書館郷土資料センター 集会・研修室 

（長崎市立山１－１－５１） 

   ・電送及び郵便による入札は認めない。 

・開札当日が悪天候（大雨、大雪、台風接近等）等の場合は、開札を延期すること

もあるので、事前に２の（１）の機関へ確認すること。 

（５）入札が代理人である場合の委任状の提出 

  ① 入札が代理人である場合は、委任状の提出が必要である。 

  ② 代理人の印鑑は、必ず入札書に使用する印鑑と同一にすること。 

  ③ 適正な委任状の提出がない場合、代理人は入札に参加することができない。 

（６）質問書の提出について 

入札参加希望者は、入札説明書等（仕様書等の入札に関し必要な図書を含む。）の 

解釈に疑義がある場合は、質問し確認すること。また、受付期間以降の質問や意見は

受け付けない。 

(受付期間) この公告の日から令和７年２月２５日（火）１７時００分までの間（県 

の休日を除く。） 

(提出方法) 別添質問書にて、上記期日までに書面（ＦＡＸ）にて提出すること。 

   (回答方法) 令和７年２月２８日（金）１７時００分までに書面（ＦＡＸ）にて行う。 

（７）入札書の記載方法 

① 入札書及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通

貨に限る。 

  ② 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の 110 分の 100 に相当する金額（消費税及び地方消費税を除いた金額）を入

札書に記載してすること。 

  ③ 入札金額（首標数字）は訂正することができないこと。 

  ④ 入札書の提出後は、書き換え、引換え又は撤回することができないこと。 
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  ⑤ 代理人が入札する場合は、本人の委任状を提出するとともに、入札書には代理人

の記名押印が必要である。 

  【注意事項】 

・入札書は封入封かんのうえ、封筒には業務名、商号又は名称（代理人の場合は、氏 

名も）を記入し提出してください。  

・入札書を提出する前に、入札金額以外の記載事項について訂正したときは、入札書 

に使用する印鑑を訂正箇所に押印してください。 

・誤算、違算、記載間違いがないよう、十分注意してください。 

・入札書は、指定の様式を使用してください。  

・入札書の宛名は「長崎県立長崎図書館 館長 池田浩」としてください。 

（８）入札者が代理人である場合の委任状の提出  

① 入札者が代理人である場合、委任状の提出が必要である。  

② 適正な委任状の提出がない場合、代理人は入札に参加することができない。  

【注意事項】  

委任状は、指定の様式を使用してください。 

委任期間は、入札日（令和７年３月１０日（月））としてください。 

（９）入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金 

○ 入札保証金等は、令和７年３月３日（月）１７時００分までに提出すること。 

○ 見積もった契約希望金額（消費税及び地方消費税を含む。）の１００分の５以 

上の金額を納付すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。 

   ア 県を被保険者とする入札保証保険契約（契約希望金額の１００分の５以上 

を締結し、その証書を提出したとき。 

イ 開札日の前日から前々年度までの間において、本県若しくは他の地方公共団 

体、国、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規 

定する地方独立行政法人、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２ 

条第１項に規定する国立大学法人又は地方独立行政法人法（平成１５年法律第 

１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人との間に、当該契約とそ 

の種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上締結し、その内容を証明する 

もの（２件以上）を提出する場合 

なお、「同規模」の判断は見積もった契約希望金額に応じて次の区分で提出 

すること。 

（ア）３，０００万円以上 

   （イ）３，０００万円未満１，０００万円以上 

   （ウ）１，０００万円未満 

    ○ 入札保証金の納付は、国債及び地方債等の担保の提供をもってこれに代えるこ 

とができる。 

【注意事項】 

・ 上記の（９）①アまたはイにより、入札保証金の免除を申請する場合は、「入 

札保証金免除申請書」に必要書類を添えて、２の(１)の機関へ提出してください。 
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・ 入札保証金免除申請期限は、令和７年３月３日（月）１７時００分までです。 

・ 入札保証保険期間の終期は、契約締結が見込まれる日までとしてください。 

・ 契約実績を提出して入札保証金を免除された場合、その金額に応じた区分を超

える区分の金額を入札金額とすることはできません。 

  ② 契約保証金 

○ 契約保証金は、契約書と同時に提出すること。 

○  契約金額（消費税及び地方消費税を含む）の１００分の１０以上の金額を納付 

すること。ただし、次の場合は契約保証金の納付が免除される。 

ア 県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の１００分の１０以上）を 

締結し、その証書を提出したとき。 

イ 開札日の前日から前々年度までの間において、本県若しくは他の地方公共団 

体又は国、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に 

規定する独立行政法人、国立大学法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条 

第１項に規定する地方独立行政法人との間に、当該契約とその種類及び規模を 

ほぼ同じくする契約の履行完了の実績が２件以上あり、その履行を証明するも 

の（２件以上）を提出する場合 

なお、「同規模」の判断は見積もった契約希望金額に応じて次の区分で提出す 

     ること。 

  （ア）３，０００万円以上 

  （イ）３，０００万円未満１，０００万円以上 

  （ウ）１，０００万円未満 

○ 契約保証金の納付は、国債及び地方債等の担保の提供をもってこれに代えるこ

とができる。 

【注意事項】 

・ 契約保証金の免除手続については、「契約保証金免除申請書」に必要書類を添

えて、２の(１)の機関へ提出すること。  

（10）入札の無効 

郷土資料センター駐車場管制機器保守点検業務委託に関する令和７年２月１８日付

けの一般競争入札の実施公告 15を参照のこと。 

 

（11）落札者の決定方法等 

   郷土資料センター駐車場管制機器保守点検業務委託に関する令和７年２月１８日付

けの一般競争入札の実施公告 16、17を参照のこと。 

  【注意事項】 

   ・第１回目の入札及び開札で落札者が決定しない場合、入札者立会いのもとに、再

度の入札及び開札を行う予定ですので、ご出席願います。 

   ・入札回数は３回までとしますが、３回目以降の入札金額についても入札会場から

退出しての本社との協議等はできません。あらかじめ３回目までの金額についても

委任を受けておいてください。 

   ・３回目までに決定しない場合は、最低入札価格を入札した者と見積の協議を行い
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ますので、見積書の準備もお願いします。 

   ・なお、２回目以降を辞退する場合でも終了までは退出できません。 

   

（12）契約書の作成等 

   ① 落札通知を受けた日から５日（県の休日除く）以内に契約締結ができるよう手続

きを行い、契約書を提出すること。 

   ② その他入札及び契約に関する事項については、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）及び長崎県財務規則の定め

るところによる。 

（13）競争入札の参加資格 

   郷土資料センター駐車場管制機器保守点検業務委託に関する令和７年２月１８日付

けの一般競争入札の実施公告２を参照のこと。 

 

２ その他 

（１）当該契約事務に関する担当機関 

 （住所） 〒８５０－０００７ 長崎市立山１丁目１－５１ 

 （名称） 長崎県立長崎図書館郷土課 

 （電話） ０９５－８２６－５２５８ 

 （FAX） ０９５－８２６－９２８５ 

（２）入札参加資格審査を得るための申請方法等 

  ① 申請の時期は、この入札に関する告示の日から令和７年３月３日（月） 

１７時００分までとする。 

② 申請書の入手先、提出場所及び申請に関する問い合わせ先 

（１）の機関に同じ 


